
 

 

 

 

 

 

 会社や個人で工場や商店などを経営している方や、駐車場やアパートなどを貸し付けて

いる方が、その事業のために用いている構築物・機械・備品等の資産を償却資産といい、

土地や家屋と同じように固定資産税が課税されます。 

 

 

 

 交野市内において事業用の償却資産を所有している方は、地方税法 383条の規定により、

毎年１月１日現在の所有状況を交野市まで申告しなければなりません。 

 なお、資産を所有していない方も、資産がない旨の申告をしていただく必要があります。 

 

 

 

 土地・家屋以外の事業の用に供することができる資産で、所得税法又は法人税法の規定

による所得の計算上、減価償却費として必要経費又は損金に算入されるものは申告が必要

です。次のような資産も１月１日現在、事業の用に供することができる状態であれば申告

が必要です。 

◆ 償却済資産（既に耐用年数を経過した資産で事業に使用しているもの） 

◆ 租税特別措置法に基づく「中小企業者等の少額資産の特例（取得価額 30 万円未満の減価

償却資産を損金に算入できる措置）」を適用して即時償却した資産 

◆ 建設仮勘定の資産、簿外資産、遊休又は未稼働の資産、改良費（本体と区別して申告） 

◆ 決算期以後に取得された資産でまだ資産勘定に計上されていない資産 

◆ リース資産（借用資産）で、契約の内容が割賦販売と同様である資産（リース期間満了と

同時に資産が回収される場合は、貸主が申告する必要があります） 

 

 

 

次のような資産は、申告の対象となりません。 

◆ 自動車税・軽自動車税が課される車両 

◆ 使用可能期間１年未満又はその取得価額が 10万円未満で、一時に損金算入したもの 

◆ 取得価格が 20万円未満で、３年間で一括償却した資産 

◆ 棚卸資産（商品・貯蔵品等）、繰延資産（創業費・開発費等）、無形固定資産（特許権、営

業権、ソフトウェア等） 

◆ 法人税法第 64条の２第１項、所得税法第 67条の２第１項に規定するリース資産で、取得

価額が 20万円未満のもの 

１．償却資産とは 

２．償却資産の申告とは 

３．申告が必要な資産とは 

４．申告の対象とならない資産とは 



  

 

 記入例にしたがい、記入してください。 

令和 6 年 1 月 25 日

    　             

（ ）

）

（ ） ）

第
二
十
六
号
様
式

4,668,100 23,212,600 17 事 業 所 用 家 屋 の 所 有 区 分 自 己 所 有 ・ 借家
評 価 額 決 定 価 格 課 税 標 準 額

（ホ） （ヘ） （ト）
　18 備考（添付書類等）

5
車 両 及 び
運 搬 具

7 合 計
21,685,300 3,140,800

6
工 具 ・ 器 具
及 び 備 品 6,244,300 884,800 1,182,100 6,541,600

③

16 借 用 資 産
貸主の名称等

郡津リース株式会社
交野市郡津１丁目○○番××号
℡072-555-1234

（ 有 ・ 無 ）

4 航 空 機

2
機 械 及 び
装 置

3 船 舶

取 得 価 額

15市（区）町村内に
　　おける事業所等
　　資産の所在地

①

12,841,000 2,256,000 3,486,000 14,071,000

私部１丁目○○番××号前年前に取得したもの（イ） 計（（イ）-（ロ）+（ハ） （ニ）

1
2,600,000

構 築 物
2,600,000

②

資 産 の 種 類

青 色 申 告 有・無
屋号 （電話 072-456-7890

前年中に減少したもの（ロ） 前年中に取得したもの（ハ）

定率・定額

7 税 理 士 等 の 氏 名
星田　倉治

14

（電話 072-123-4567
13 税務会計上の償却方法

　6　この申告に応答
　する者の係及び氏名

経理課　私市　花子 特別償却又は圧縮記帳

10 非 課 税 該 当 資 産

12

増 加 償 却 の 届 出

有・無

11 課 税 標 準 の 特 例 有・無

有・無

電話 072-123-4567

8

（ 資 本 等 の 金 額 ） （ 10 百万円）

9

6 年度

償 却 資 産 申 告 書 （償 却資 産課 税台 帳）

〒576-1234

4 事 業 種 目

交野市私部１丁目○○番××号

短 縮 耐 用 年 数 の 承 認 有・無

機械及び装置

船 舶

資 産 の 種 類

構 築 物1

2

3

有・無

令和

所

有

者

1 住 所

又は納税通

知書送付先

2 氏 名

法人にあっ

てはその名

称及び代表

者の氏名

株式会社　交野印刷
　　　　　　　　　　代表取締役　交野　太郎

殿
交 野 市 長

※　所有者コード

7

航 空 機

車両及び運搬具

工具・器具 及び備品

合計

4

5

6

4

印刷業

月年5　事業開始年月

3 個人番号

又は法人番号

昭和58

受付

 

 

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

0

１・２

３・４

5 4,668,100

減
価
残
存
率

（ロ）

注意：「増加事由」の欄は、１　新品取得、　２　中古品取得、　３　移動による受入れ、　４　その他　のいずれかに○印を付けてください。

0.

0小計

20

0.
１・２

３・４
19

0.
１・２

３・４
18

0.
１・２

３・４
17

0.
１・２

３・４
16

0.
１・２

３・４
15

0.
１・２

３・４
14

0.
１・２

３・４
13

0.
１・２

３・４
12

0.
１・２

３・４
11

0.
１・２

３・４
10

0.
１・２

３・４
09

0.
１・２

３・４
08

0.
１・２

３・４
07

0.
１・２

３・４
06

0.
１・２

３・４
05

5 9 325,600 4 0.
１・２

３・４
04 6 ノートパソコン（ＦＭＢ５７００２ＸＬ） 2 5

1 5 628,500 8 0.
１・２

３・４
03 6 応接セット一式 1 5

31 4 228,000 5 0.
１・２

３・４

１・２

３・４
1 3 61 2

02 6 テレビ（ＳＯＭＹ－ＢＭ８０４８） 1 4

0.01 2 オフセット印刷機 3,486,000 10

※ ※ 増
加
事
由

摘要

課税標準
の 特 例

率 コード

取得価額 価額 課税標準
年

号

(ハ）

行
番
号

資
産
の
種
類

資

産
コ
ー

ド

(イ） 耐
用
年
数

資　産　の　名　称　等
数
量

取得年月

年 月

1 枚目
種類別明細書（増加資産・全資産用）

所有者名 1 枚のうち

株式会社　交野印刷

年度

※ 所有者コード

令和 6

 

５．申告書の記載について 

（ホ）～（ト）は、記入の必要は

ありません。ただし、自社の電

算処理により全資産申告を行

う場合は、記入が必要です。 

固定資産税の評価上におい

て、特別償却・圧縮記帳は

認められておりません。 

資産の増減があった場

合、種類別明細書に記載

した金額の各種合計を、そ

れぞれ記入してください。 

摘要には、課税標

準の特例適用条

項、耐用年数の変

更があった場合に

はその旨、その他

参考となる事項を

記入してください。 

備考には、所有者住所・氏名等の変更があった場合

の詳細、その他参考となる事項を記入してください。

なお、前年度から資産の増減がなかった場合は「資

産増減なし」、該当する資産を所有されていない場

合は「該当資産なし」と記入してください。 

耐用年数には、耐用年

数省令別表第１、別表

第２、別表第５、別表

第６に定める年数を記

入してください。 

「資産コード」、「減価

残存率」～「課税標準」

は、記入の必要はあり

ません。 

３．昭和 

４．平成 

５．令和 

 

資産の名称及び型番

等を記入してください。 

１．構築物（建物付属設備） 

２．機械及び装置 

３．船舶 

４．航空機 

５．車両及び運搬具 

６．工具、器具及び備品 

取得価額とは、資産を取得するために支出した金額をいいま

す（付帯費用含む）。なお、固定資産税では、圧縮記帳は認め

られておりませんので、実際の取得価額を記載してください。 

 

地方税法施行規則の改正により、新たにマイナンバーの記載欄が

設置されましたので、平成 28年度分より一律、マイナンバーの記

載をお願いしております。なお、記載が無い場合でも、申告自体

を無効とする取り扱いとはいたしません。 



第
二
十
六
号
様
式
別
表
二

3,140,800

抹消コード

小計

20

１・２

１・２１・２・３・４

１・２・３・４

１・２・３・４

19 １・２

18

１・２・３・４ １・２

１・２・３・４ １・２17

16

１・２１・２・３・４15

１・２

１・２

１・２・３・４14

１・２・３・４13

１・２・３・４ １・２

１・２

12

１・２・３・４

１・２・３・４

11

１・２

１・２・３・４ １・２

10

09

１・２

１・２・３・４ １・２08

１・２・３・４

１・２

07

１・２・３・４

１・２・３・４ １・２

06

１・２

05

１・２・３・４

03 8 10 １・２・３・４

18 3 256,800 4

628,000

04 6 パソコン（ＮＥＢ－１４３８ＦＶ） 1 4 19

6 応接セット一式 1 4 9

1

１・２11

１・２・３・４ １・２4 4 20

製本用機械 1 4

19 4 976,000デジタル印刷機

16 8

耐
用
年
数

申
告
年
度

減少の事由及び区分

１・２・３・４1,280,000 7 17

取得価額

１・２

１売却 ２滅失

３移動 ４その他

１全部
２一部

行
番
号 年 月

01 2

資
産
の
種
類

数
量

取得年月

年

号

1 枚のうち

株式会社　交野印刷 1 枚目

摘　要

種類別明細書（減少資産用）
所有者名

令和 6 年度

※ 所有者コード

0017

0028

0008

0024

資　産　の　名　称　等

02 2

 
 

 

 申告していただいた資産を、旧定率法により１件ずつ計算し、評価額を算出します。 

前年中に取得のもの 取 得 価 額 × 前年中取得のものの減価残存率 ＝ 評 価 額 

前年前に取得のもの 前年度評価額 × 前年前取得のものの減価残存率 ＝ 評 価 額 

※国税と異なり、前年中取得資産は半年償却、評価額の最低限度は取得価額の５％となります。 

（参考）減価残存率表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 課税標準額（千円未満切捨） × 税率（1.4％） ＝ 税額（百円未満切捨） 

 ※課税標準額とは、市内に所在する資産の価格（評価額）の合計です。 

 ※償却資産分の税額は、所有する土地や家屋の固定資産税と合わせて通知されます。 

 ※課税標準額が 150万円に満たないものは、免税点未満として償却資産分の固定資産税は課税

されません。なお、毎年の申告は、免税点による課税の有無にかかわらず必要です。提出が

ない場合や内容に疑義が有る場合、税理士等に直接確認することがあります。 

６．評価額の算出方法 

前年中取得 前年前取得 前年中取得 前年前取得 前年中取得 前年前取得 前年中取得 前年前取得

― ― ― １６年 0.933 0.866 ３１年 0.964 0.928 ４６年 0.975 0.951
２年 0.658 0.316 １７年 0.936 0.873 ３２年 0.965 0.931 ４７年 0.976 0.952
３年 0.732 0.464 １８年 0.940 0.880 ３３年 0.966 0.933 ４８年 0.976 0.953
４年 0.781 0.562 １９年 0.943 0.886 ３４年 0.967 0.934 ４９年 0.977 0.954
５年 0.815 0.631 ２０年 0.945 0.891 ３５年 0.968 0.936 ５０年 0.977 0.955
６年 0.840 0.681 ２１年 0.948 0.896 ３６年 0.969 0.938 ５１年 0.978 0.956
７年 0.860 0.720 ２２年 0.950 0.901 ３７年 0.970 0.940 ５２年 0.978 0.957
８年 0.875 0.750 ２３年 0.952 0.905 ３８年 0.970 0.941 ５３年 0.978 0.957
９年 0.887 0.774 ２４年 0.954 0.908 ３９年 0.971 0.943 ５４年 0.979 0.958
１０年 0.897 0.794 ２５年 0.956 0.912 ４０年 0.972 0.944 ５５年 0.979 0.959
１１年 0.905 0.811 ２６年 0.957 0.915 ４１年 0.972 0.945 ５６年 0.980 0.960
１２年 0.912 0.825 ２７年 0.959 0.918 ４２年 0.973 0.947 ５７年 0.980 0.960
１３年 0.919 0.838 ２８年 0.960 0.921 ４３年 0.974 0.948 ５８年 0.980 0.961
１４年 0.924 0.848 ２９年 0.962 0.924 ４４年 0.974 0.949 ５９年 0.981 0.962
１５年 0.929 0.858 ３０年 0.963 0.926 ４５年 0.975 0.950 ６０年 0.981 0.962

耐用年数
減価残存率

耐用年数
減価残存率

耐用年数
減価残存率減価残存率

耐用年数

７．税額の算出方法 

申告年度には、当該資産

を最初に申告した年度を

記入してください。 

資産の一部が減少した場合は、当該資

産の減少した部分に対応する取得価

額を記入してください。 

抹消コードには、本市が作成した「償

却資産細目一覧表」に記載されてい

る「資産番号」を、記入してください。 

摘要には、当該資産が減少した事由について

の詳細、その他参考となる事項を記入してくだ

さい。資産の一部が減少した場合は、「当初取

得価額 100 万円（数量５）のうち 40 万円（数量

２）分減少」等と記入してください。 



 

 

資 産 の 種 類 主 な償 却 資 産 

第１種 

構

築

物 

構 築 物 舗装路面、門・塀・造園・屋外排水溝等の外構工事等 

建物付属設備 

① 建物の所有者が取り付けた特定の生産又は業務の用に供される

設備（動力用電気設備、給排水設備等） 

② 賃借人がその事業のために取り付けた内装、内部造作、建築設

備等※賃借人が償却資産として申告する必要があります。 

第２種 機 械 及 び装 置 
工作機械、木工機械、土木建設機械（標識の分類番号0、00～09、000

～099の大型特殊自動車等）、その他各種産業用機械及び装置等 

第３種 船 舶 ボート、漁船、釣船等 

第４種 航 空 機 飛行機、ヘリコプター、グライダー等 

第５種 車両及び運搬具 
大型特殊自動車（標識の分類番号 9、90～99、900～999）、台車等 

※自動車税、軽自動車税の課税対象となるものは除きます。 

第６種 工具器具及び備品 パソコン、机、椅子、ロッカー、エアコン、レジスター、検査工具等 

（注）資産の種類等により、課税標準額の特例が適用されることがあります。特例の適用については、根拠

資料の添付等の必要がある場合があります。詳しくは、ホームページをご覧下さい。 

 

 

業 種 主な償却資産の例示（カッコ内の数字は耐用年数） 

事 務 
事務机（15）、椅子（15）、パソコン（4 又は 5）、コピー機（5）、応接セット（8）、ロ

ッカー・キャビネット（15）、金庫（20）、エアコン（6）、等 

喫 茶 ・ 飲 食 店 
看板（10）、食卓（5）、椅子（5）、厨房用品（5）、レジスター（5）、冷蔵庫（6）、エ

アコン（6）、カラオケ（5）、等 

理 ・ 美 容 業 
理・美容椅子（5）、消毒殺菌器（5）、タオル蒸器（5）、パーマ器（5）、レジスター

（5）、サインポール（3）、エアコン（6）、湯沸かし器（6）、等 

クリーニング業 
洗濯機（13）、脱水機（13）、ドライ機（13）、プレス（13）、給排水設備（15）、レジ

スター（5）、エアコン（6）、等 

小 売 店 
看板（10）、レジスター（5）、陳列ケース（6 又は 8）、冷蔵ストッカー（4）、冷蔵庫

（6）、自動販売機（5）、エアコン（6）、等 

食肉鮮魚販売業 
陳列ケース（6又は 8）、冷凍機（9）、肉切断機（9）、挽肉機（9）、冷蔵庫（6）、電

子秤（5）、レジスター（5）、エアコン（6）、等 

金 属 加 工 業 
受・変電設備（15）、旋盤（10）、ボール盤（10）、フライス盤（10）、プレス（10）、

圧縮機（10）、測定・検査工具（5）、舗装路面（10又は 15）、等 

開 業 医 
レントゲン機器（6）、調剤機器（6）、ファイバースコープ（6）、消毒殺菌用機器

（4）、手術機器（5）、歯科診察ユニット（7）、等 

不 動 産 貸 付 業 舗装路面（10又は 15）、金属造の塀（10）、コンクリート造の塀（15）、等 

農            業 籾摺機（７）、籾乾燥機（７）、玄米保冷庫（６）、等 

 

９．主な業種別資産と耐用年数 

８．資産の種類と具体例 

〔お問い合わせ〕 交野市役所 税務室 固定資産税係 

〒576-8501 大阪府交野市私部 1 丁目 1 番 1 号 ☎072-892-0121（代表） 


